
１．施設名等

所在地

電話番号

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

２．管理代行者および県の所管部課（窓口）

名　  称

所在地

指定期間

３．施設の概要

４．目標指標の達成状況

５．施設の利用状況

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

平成２５年度 96.12 95.94 95.76 95.64 95.85 95.80

平成２６年度 95.92 95.74 95.48 94.53 94.43 94.51

平成２７年度 94.20 93.68 93.57 93.90 93.64 93.41

平成２８年度 92.27 92.51 92.07 91.95 91.80 91.96

年度 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

平成２５年度 95.86 95.87 95.69 95.74 95.69 95.94 95.83

平成２６年度 95.05 94.98 95.11 94.95 94.78 94.55 95.00

平成２７年度 93.32 93.14 92.97 92.98 92.89 92.95 93.39

平成２８年度 91.88 91.94 91.61 91.92 91.72 90.34 91.83

健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃
貸することにより、生活の安定と社会福祉の増進に寄与する。

管理代行者制度導入施設の運営状況（平成２８年度）

県営住宅等

県内一円

097-532-5137（公社県営住宅管理課）

http://www.oita-jkk.jp/index.html

施設名

100.2%

平成２７年度

大分県住宅供給公社
県の所管部課
（局・室）

土木建築部　公営住宅室
TEL：097-506-4684

大分市城崎町二丁目３－３２

平成２６年４月１日～２９年３月３１日

昭和３３年～平成２８年

公営住宅法
大分県県営住宅等の設置及び管理に関する条例

・　県営住宅等の整備
・　県営住宅等の管理

県営住宅及び共同施設
（平成２９年４月１日現在：１０５団地　３９６棟　８，６４８戸）

・家賃
　入居者からの申告をもとに認定した収入に基づき、近傍同種の住宅の家賃以下で、立地条件、規模、経過年
数等を考慮して決定する。

事業内容

施設内容

使用料等

指標 年度 目標数値 実績 達成率（％）

閉館日

９９．９２ 100.3%

   現年度家賃収納率（％）

平成２５年度 ９９．００ ９９．６６ 100.7%

平成２６年度 ９９．６０ ９９．８０

入居率（％）

９９．６０ ９９．８６ 100.3%

平成２８年度 ９９．６０

管理代行者

設置年月日

設置根拠

設置目的
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６．利用者満足度調査等の実施状況

実施方法

実施結果

７．サービス向上に係る主な取組内容

①

②

③

８．管理に係る収支の状況 （単位：千円）

　現地確認のうえ、個別に対応を行った。

タバコの吸い殻等ゴミの捨て方に対する苦情
　相手方が特定できた場合は注意・指導を行い、特定できない場
合は掲示板に注意を促す掲示を行った。

 
利用者満足度アンケート（入居者を対象に県内全地区H28年7月1日～7月31日戸別配布、郵送回収）：894枚うち364枚
回収（回収率40.7％）

 利用者アンケート調査での結果
　・公社が管理業務の窓口 ・・・「知っている」83.2％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「知らない」15.4％、 「無回答」1.4％
　・手続きの際の説明・案内・・・「大変良い」15.2％、「良い」40.1％、「普通」39.0％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  「わかりにくい」3.3％、「大変悪い」0.5％、「無回答」1.9％
　・職員の態度・対応　　　　・・・「大変良い」16.8％、「良い」31.9％、「普通」34.1％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「悪い」1.9％、「大変悪い」0.2％、「無回答」15.1％
　・修繕工事の対応　　　　　・・・「大変良い」15.7％、「良い」22.8％、「普通」16.8％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 「悪い」2.5％、「大変悪い」0.5％、「無回答」41.7％
　・公社のホームページの閲覧・・・「ある」12.6％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ない」77.6％、「わからない・覚えていない」4.9％、「無回答」4.9％
　・公社のホームページの充実・・・「わかりやすさ」2.2％、「PCなし」1.4％、「わからない」2.5％、「未確認」0.3％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「無回答」93.6％
  ・内訳
　　　性別・・・「男性」19.5％、「女性」70.9％、「無回答」9.6％
　　　年齢・・・ 「20才代」4.9％、「30才代」13.7％、「40才代」18.4％、 「50才代」17.3％、「60才代」23.2％
　　　　　　　　　「70才以上代」14.3％、「無回答」8.2％
  ・お気づきの点及び意見・感想等・・・「要望・苦情」15.1％、「修繕・設備」11.3％、「居住関係」0.5％、「その他」2.5％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「無回答」70.6％
　公社のサービスに対しては、概ね満足をしているが、「知らない」、「わかりにくい」等の回答については、今後解消に
向け一層の努力を行っていく。

利用者等からの主な意見・要望・苦情 左の対応状況

サービス提
供体制の強
化

　公社本社においては、募集期間中（定期、随時）における窓口受付業務を平日は２０時まで、定期募集時は土日・祝
日も１７時まで行ってきたが、管理代行導入以降からは定期募集を年２回から４回に増やし、入居申込者の利便性の向
上に努めた。
　入居申込者の負担軽減のため、申込時の添付書類の省略（住民票、所得証明書等）に取り組んでおり、県をはじめ、
竹田市、臼杵市及び佐伯市と他の事業主体でも実施している。

　アンケート調査を２４年度から全県に拡大し、入居者ニーズの把握に努めている。

犬・猫等ペットの飼育に関する苦情
　相手方に事実関係を確認し、必要な場合には注意・指導を行っ
た。

野良猫へのエサやりに関する苦情
　相手方に事実関係を確認し、必要な場合には注意・指導を行っ
た。
　また、掲示板に注意を促す掲示を行ったりもした。

近隣の騒音に対する苦情 　相手方に事情を確認し、必要な場合には注意・指導を行った。

371,359

建物、設備の修繕に対する要望・苦情

イベント等
の充実

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度

371,359

利用料金

平成２８年度

収入額（Ａ） 363,254 374,596 374,596

事業収入
内

訳

県からの委託料 363,254 374,596 374,596

自主事業費

その他

自主事業収入

363,254

105,497

257,547

210

利用者満足度
調査

収支差額（Ａ－Ｂ）

内

訳

人件費

その他

支出額（Ｂ）

維持管理費

事業費（サービス改善提案）

374,596

101,357

273,239

0 0

374,596

96,565

278,031

0 0

371,359

97,754

273,605
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９．施設使用料等の収入状況

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

平成２５年度 21,331 159,851 171,341 174,936 178,777 165,894 178,266

平成２６年度 25,456 155,446 172,877 170,746 175,163 169,114 177,322

平成２７年度 27,101 154,608 172,949 168,758 173,504 164,458 175,870

平成２８年度 24,032 153,457 168,445 163,370 172,111 160,785 168,356

年度 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 出納整理期間中 累計

平成２５年度 170,363 280,593 72,087 173,024 170,482 172,045 2,088,990

平成２６年度 162,052 182,553 165,216 174,325 165,603 163,170 2,059,043

平成２７年度 162,644 178,699 161,763 170,764 165,262 157,786 2,034,166

平成２８年度 160,604 175,591 153,675 165,699 162,573 160,076 1,988,774

１０．指定管理者の管理体制

正規職員 パート 嘱託 他社から派遣 臨時職員 その他 合計

7 5 25 37

１１．適正な管理運営に係る主な取組内容

①

②

③

①

②

③

①

②

③

④

パート研修

職員数
(H 28.4.1)

職員の資
質・能力の
向上

施設管理体制

職員研修の実施（職場研修、県外業務研修等）

委託管理人会議の実施

安全対策等

　毎年秋から年内にかけて、全世帯に向けて防災マニュアル兼パンフレットを配布している。

　上記以外に火災予防の啓発のチラシや掲示を行っている。

街灯の点検

防火管理者の資格保有者の配置（５名）

公園等の遊具の点検（年２回）

職員による団地パトロール（随時）

家賃収入（千円）

防災に関す
る研修・訓
練

　県営住宅の集会所を、県営住宅含む自治会の防災用途（訓練場所、物資備蓄場所、一次避難先）に使用することを
認めている。
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